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「自助努力が不十分な国への援助」 

 
加	 藤	 篤	 史 

 
1.	 はじめに  
本稿を始めるに当たって、援助の功罪を議論するための良し悪しの基準を設定しなけれ

ばならないであろう。援助によって支援することが求められる援助受入国の政策目標は多

様である。代表的なものだけでも、すぐに経済発展、貧困の削減、不平等の改善、緊急支

援、ベーシック・ヒューマン・ニーズの充足、マイノリティー（女性や少数民族など）の

状況改善、環境の維持などいくつかの目標を挙げることができる。これらの目標の間には

トレードオフが存在することも知られており、援助がどの目標を支援することを目指して

いると見なすかを前もって決めておかなければ議論が困難になる。そこで、本稿では、援

助受入国の経済発展という目標を支援する援助について考察を行い、その他の援助につい

ては最後の節で短い考察を付け加えることにしたい。政策目標によって自助努力が不足す

る理由も、その状況でとるべき援助のあり方も異なる。本稿は、政策目標が経済発展であ

る場合についてのみ妥当する考察であり、その他の目標についても本稿と同様の考察の手

順を踏むべきであることを付記しておきたい。 
経済発展は、発展途上国政府が追求する政策目標の 1 つに過ぎないが、他の政策目標の

いくつかと密接な相関関係があることが知られている。例えば、2000年に採択された国連
ミレニアム宣言の中に謳われている 8 つのミレニアム開発目標の第 1 目標である「極度の
貧困と飢餓の撲滅」に関して、貧困の持続的な削減は発展途上国の中長期的な経済発展と

高い相関がある。また、第 2目標（初等教育の完全普及の達成）、第 3目標（ジェンダー平
等推進と女性の地位向上）、第 4 目標（乳幼児死亡率の削減）、第 6 目標（HIV／エイズ、
マラリア、その他の疾病の蔓延の防止）、第 8目標（開発のためのグローバルなパートナー
シップの推進）は、経済発展を促進するための重要な要因に対応しており、経済発展を政

策目標として掲げる政府が取り組まなければならない政策課題である。そのため、経済発

展を発展途上国の政策上の目標と見なして援助のあり方を考えることは、国連ミレニアム

宣言ともある程度整合性があると言ってよいであろう。 
そもそも、マクロ経済のレベルで見る限り、開発援助が発展途上国の経済発展を促して

いるというデータに基づいた証拠は希薄である。Boone(1996)は援助が投資を増加させるこ
とも貧困層の状況を改善させることもなく、政府の規模を増加させることを示した1。これ

に対して、Burnside and Dollar (2000)はガバナンスのよい国々では援助が経済成長を促す
が、そうでない国々では効果がないという推計結果を示し2、これに続くいくつかの研究が

                                                   
1 Boone(1996)以前の研究については Hansen and Tarp (2000)を参照のこと。 
2 Svensson(2000a)によれば援助供与国から腐敗の少ない国々（≈ガバナンスのよい国）へ援助が供与され
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何らかの条件下で援助はプラスの効果を持ちうることを示した3。けれども、Easterly, 
Levine and Roodman(2003)、 Easterly(2003)、Roodman(2004)、Rajan and Subramanian 
(2008)らの研究は、援助の有効性を示す既存研究の推計方法やサンプルを少し変更するだけ
で、援助は統計的にプラスの効果を示さないことを明らかにし、現在ではガバナンスの良

し悪しにかかわらず援助の有効性については疑問がもたれている4。 
ここで、注意しなければならないのは、「自助努力＝よいガバナンス」ではないというこ

とだ。自助努力とは「特定の政策目標の達成のために」援助受入国の政府が真剣な努力を

行うことを指す狭い概念である一方で、ガバナンスはずっと広い概念である。世界銀行の

World Governance Indicators プロジェクトでは、ガバナンスの概念に、「政府を選び監視
し交替させる方式」、「よい政策を決定し執行する政府の能力」、「市民の間の経済的・社会

的な相互作用を統治する制度に対する市民と政府による尊重」などが含まれるととらえて

いる。たしかに、この定義に則れば、よいガバナンスをもつ国で自助努力が高いという一

般的な傾向は観察されるだろうとは思われる。しかし、たとえガバナンス指標が高くても、

当該国の政府が「特定の政策目標」を真剣に追求していなければ、援助を行っても「その

目標」の達成は困難であるといえる5。したがって、援助すべき国とはよいガバナンスの国

ではなく特定の政策目標に向けて自助努力をしている国であると考えられる。 
経済発展に対する自助努力の不十分な発展途上国に対する援助のあり方を考えるために、

まず本稿の第 2 節では、発展途上国の自助努力が低い理由を考える。政治家や官僚の行動
に関する膨大な既存研究は、彼らが私的な利益を求めて行為を選択するという見方が高い

説明力を持つことを示している。特に、発展途上国政府の自助努力の低さを理解するため

には、政策を決定し官僚をモニタリングする権限を持つ政治リーダーの動機づけについて

検討しなければならない6。政治学では政治リーダーがその地位を維持するという政治的サ

バイバル(political survival)を目指して政策を選択するという見解が有力である。この見解
に基づけば、発展途上国政府による特定の政策目標に向けた自助努力が不十分であるのは、

その目標の実現が政治リーダーの政治的サバイバルに悪影響をもたらすか、あるいは役に

立たないからであると見ることができる。 
続いて第 3 節では、援助の枠組みの中で、援助供与国が自助努力の不十分な政府から自

                                                                                                                                                     
ている証拠は見られない。 
3 例えば、Hansen and Tarp (2001), Dalgaard and Hansen (2001), Guilamont and Chauvet (2001), 
Lensik and White (2001), Collier and Dollar (2002)など。 
4 さらに Brautigam and Knack(2004)、Rajan and Subramanian (2007)は、援助がかえって受入国のガ
バナンスの状態を悪化させるという推計結果を得ている。また援助は独裁体制の存続を助ける可能性さえ

ある。なぜなら、政府は国民から税金を徴収する場合には応責性を求められるが、援助のように国民に対

して応責性が求められない資金が豊富にあれば、国民に対する政治リーダーの交渉力が増し、政策におい

て譲歩する必要性が減少するからである(Brautigam and Knack 2004)。 
5 私は、特定の政策目標に向けた自助努力が高い国に対する、その目標の実現を支援する援助は統計的に
有意なプラスの効果を示すであろうと考えている。ただし、その自助努力の程度を正確に測定する指標を

得ることは困難である。 
6 権限の構造上、政治リーダーが強い決意を持って経済発展を推進しようとするならば、政府官僚は政治
リーダーのイニシアティブに従わざるをえない。 
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助努力を引き出すことは大変難しいということを述べる。援助供与国側は発展途上国政府

内の事項に干渉する強力な権限を持っていないし、援助機関のスタッフにも援助の目標を

達成しようという強い私的な動機づけは与えられていない7。そのような状況で、自助努力

の低い発展途上国の政治家や官僚を特定の政策目標に向けて動機づけることは困難である。

特に、援助のスキームによって発展途上国の国内制度の変革を目指すことは際立って困難

な試みである。一般に、制度はそれによって影響を受ける社会の諸勢力のパワーバランス

によって成立している。援助のコンディショナリティーなどで制度改革を要求しても実質

的な効果を期待することはできない。制度改革は既存の政治エリートの権力基盤を変更す

る可能性があり、その場合には制度改革は受入国政府に決して受け入れられないだろう。

援助のスキームの中で実現できることは限られていることを認識し、援助のための資源を

浪費しないことが求められる。 
第 4 節では、そのような援助の限界の下で、自助努力が不十分な国に対して経済発展を

支援するための援助を行うのであれば、援助を選択するうえで少なくとも 5 つの条件を考
慮するべきであろうことを述べる。それらは、１．公共財的性質、２．便益の明白さ、３．

プロジェクト評価の容易さ、４．運営・管理の容易さ、５．国内政治的な了解のとりやす

さ、の 5 つである。これらの条件が好ましい理由は第 4 節で詳しく述べる。これらの条件
を満たしやすい援助プロジェクトの例は、道路の建設である。 
本稿では経済発展を支援する援助について議論を行うが、第 5 節では自助努力の不十分

な国においてもある程度援助の効果を期待できるその他の援助について短い考察を行う。

そのような国に対して援助を行う場合には、短期的で効果が明らかな小規模な援助を実施

することを提言する。具体的には、草の根支援と緊急援助である。 
以下、第 2節では自助努力が不十分であることの背景について検討し、第 3節では援助

の枠組みの中でできることの限界を確認する。その上で、第 4 節では経済発展に対する自
助努力の不十分な国への援助のあり方を提案する。第 5 節ではその他の援助の可能性につ
いて短い考察を行い、第 6節で本稿での分析をまとめる。 
 
２．自助努力が不十分であることの背景  
２‐１．  政策過程  
本稿では、援助受入国の経済発展という政策目標を援助で支援する場合について考察を

行うことにした。経済発展を促進するための政府による市場への介入のあり方については

多様な見解があるが、経済発展の成否が政府の政策に大きく依存することには異論はない

と言ってよかろう（例えば Rodrik 1995, 2005を参照）。最も市場メカニズムを重視する立
場の人たちでさえ、財産権の保護、自由の保障、競争の促進などにおいて政府の積極的な

政策介入が必要であると考えている。経済発展を促進しようとする発展途上国の政府が政

                                                   
7 民間企業の従業員が特定のミッションが達成できない場合に、報酬や昇進に悪影響が生じることと比較
すること。 
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策の決定・執行に当たって資源（政策能力、資金、技術、情報など）の不足に直面する場

合にその不足を補完することで、援助は当該国の経済発展を支援することができる。 
経済発展のために政府の政策が重要な役割を果たすならば、次に政府による政策の決定

と執行がどのように行われるかを確認すべきであろう。経済発展を促進する政策（以下、

経済発展戦略とも呼ぶ）は、適切な政策が政治リーダーによって決定され、政府官僚によ

って適切に執行されて初めて有効に機能する。しかし、多くの場合、政府は「失敗」し、

政策目標にとって最適な政策を決定しないし、仮に決定したとしても適切に執行しないこ

とは、政治経済学の膨大な既存研究によって示されてきた明白な事実と言ってよい8。政府

が失敗する理由として、第 1 に、政府は政策の効果について完全に予測した上で最適な政
策を選択する能力を持っていないし、政策の目的を完全に遂行する能力を持っていない。

また政府は政策を決定し執行する上で必要な情報を持っていない。その意味で政府は全知

全能(omniscient)ではない。第 2に、政府は望ましい政策を決定し執行するように動機づけ
られていない。政策を決定する政治家も、政策を執行する官僚も、政策目標の達成以外の

動機を持っている。その意味で政府は博愛的(benevolent)ではない。第１は能力・情報の問
題に関わり、第２は動機づけの問題に関わる。以下では、この 2 つの理由によって、経済
発展を促進する適切な政策を決定し執行する発展途上国政府の自助努力が不足することを

少し詳しく述べていきたい。 
政策は、実質的な政治権力をもつ政治リーダーによって決定される。そして、決定され

た政策はそれを実施する主体である政府官僚によって執行される。執行された政策は、経

済主体の行為に働きかけ9、その結果経済パフォーマンスに影響を及ぼす（図 1 参照）10。

政治システムによっては、主権者が政治リーダーとは別に存在する場合がある。例えば、

民主主義的な政治システムをとる国では、国民が主権者となっている。なお、主権者は政

策の決定という観点から見れば形式的な決定権限しか持っておらず、実質的な決定権限は

政治リーダーが握っていることに留意したい。 
 

                                                   
8 本稿では、政府の１つの目的として経済発展に焦点を当てている。政府はこの他にも複数の目標（例え
ば、所得再分配）を追求している。そのことが、経済発展という１つの目標を十分に実現できない重要な

理由であることは留意する必要がある。 
9 例えば、企業家による価値創造的な企業活動を促進し、労働者の能力向上を促し、資金提供者の投資意
欲を高める。 
10 経済発展は最終的には価値の生産と取引を行う経済主体の行為のあり方に依存することに注意してほし
い。 



5 
 

 
 
適切な経済発展戦略が決定され執行され効果を上げるためには、以下の４つの条件が満

たされる必要がある。 
 

条件１：実質的な政治権力をもつ政治リーダーが、経済発展を促進する適切な政策を決定

する能力を持ち、適切な政策を決定するために必要な情報を得て、かつ経済発展

を追求するように動機づけられる。 
条件２：政策を執行する政府官僚が、政策に関連する状況や政策の効果を理解し適切に執

行できる能力を持ち、必要な情報を入手することができ、かつ適切に執行するよ

うに動機づけられる。 
条件３：政策によって働きかけを受ける経済主体が、政策の意図する行為を実行する能力

と情報を持ち、かつ適切な動機づけを与えられる。 
条件４：もし形式的な政治権力をもつ主権者がいて、彼らが経済発展を望むのであれば、

経済発展を阻害するような政策を決定したり、官僚による政策の執行を適切にモ

ニタリングしない政治リーダーを評価し罰することができ、かつ彼らが、そのよ

うな行為をとる動機づけを与えられる。また彼らが官僚による不適切な政策の執

行を察知し、そのような官僚に裁可を与える方法がある。 
 
このうち、条件 1と条件 2は政府が全知全能であり博愛的であることを要求している。

また、条件 3 は政策による働きかけによって、経済主体が政策の予定する行為をとること
を要求している。そして、条件 1 から条件 3 を補完する条件として、条件 4 は主権者が政
治リーダー・官僚・経済主体に適切な行為をとるように有効に働きかけることを求めてい

る。 
政治リーダーは政策を決定する権限と政策を執行する官僚をモニタリングする権限を持

っており、そのため政策の決定・執行に大きな影響力を持つので、政治リーダーの行為の

選択にはとりわけ注意を払う必要がある。特に、発展途上国に多く見られる非民主主義的

政治リーダー 

政策執行者 

経済主体 

主権者 

図 1	 政策の決定と執行の基本的流れ 
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な国家では、リーダーが経済パフォーマンスに強い影響を与えることが知られている(Jones 
and Olken 2005)。政治リーダーは様々な動機を持つ。純粋に国民の厚生の改善を目指す政
治リーダーが存在する可能性を否定はしないが、政治学における政治リーダーによる政策

選択に関する多くの既存研究は、政治リーダーが私的な価値の追求を動機として政策を選

択していることを示唆している。政治リーダーは、リーダーであることから権力、経済的

価値、威信、名誉など様々な私的な価値を得ている11。それぞれの個別価値に与えるウェイ

トの大きさは個々のリーダーによって異なるであろうが、政治リーダーがこれらの価値を

得るためには、政治リーダーの地位に就きその地位を維持することが必要である。そのた

め、政治リーダーによる政策の選択を考察するうえでは、究極の目的である権力や名声な

どの私的価値ではなく、それらを得るための手段である政治リーダーとしての地位の維持、

すなわち政治的サバイバル(political survival)を目的として行動すると仮定することが分析
上の有益な単純化である12。あくまでも政治リーダーはリーダーでいる限りにおいて上記の

ような価値を得ることができるのである。援助の効果を考える際にも、公共選択論の研究

が示してきたように(例えば Buchanan and Tullock 1962, Niskanen 1971などを参照)、政
治家そして官僚も他の経済主体と同じように私的な価値を追求する人間であることを前提

に議論しなければ、援助の効果を見誤ると考えられる。 
政治権力は、あらゆる国家において不平等に分布している。その権力が一人あるいはご

く少数の人々に集中している場合に、我々は独裁的 (autocratic) な政治システムと呼ぶ。
また、その権力が多数の人々に広く分散している場合に、我々は民主主義的 (democratic) 
な政治システムという13。権力の分布という基準でみてもこの両極の間に多数の類型がある

し、また権力分布のパターン14や権力の内容15などその他の基準まで考慮すれば、さらに多

数の政治システムの分類が可能である16。図 2は、資源輸出が GDP比 30％以下の国々につ

                                                   
11 Besley（2006）は政治において再選を求める動機づけを 3つに分類している。第 1は、ego rentと呼ば
れ、権力や選ばれたという名誉から得られる心理的な満足をさす。第 2は、material gainで、クローニー
に利益を供与したり、賄賂などを得ることによって満たされる。第 3は、public goods concernsで、政治
家が特定の政策に対して持つ選好を実現しようという欲求の充足である。Maskin and Tirole (2004)は、偉
大なことを行なった政治家として人びとに記憶されたいという願望を持つと想定している。 
12 アメリカの議員の行動を分析したMayhew(1974)は政治家が再選を第 1の目標としていると考え、ラテ
ンアメリカの政治家を考察の対象とした Geddes(1991)も政治家は政策選好よりも再選を望んでいるとみ
ている。 
13 民主主義の定義について諸説あるが、ここでは Schumpeter(1942)の流れに従って、｢候補者が自由に競
い合い、しかも実際に全ての成人が投票する資格を有している公平で公正な定例の選挙によってその最も

有力な決定作成者集団が選出される・・・政治システム｣(Huntington 1991)と定義する。この定義には、
異議申し立てと参加、言論・出版・集会・結社という市民的・政治的な自由が含まれる。 
14 例えば、どのような社会集団が多くの権力を持つか。 
15 例えば、誰がどのような政治権力を持つのか。 
16 政治システムは国民の政治参加の程度から民主的システムと非民主的システムに分けられる。Linz and 
Stepan(1996)は、多元主義の許容度、イデオロギーの強さ、国民動員の程度、リーダーシップのあり方な
どの基準によって、非民主的システムを権威主義、全体主義、ポスト全体主義、スルタン主義に分類して

いる。また恒川（2008）は、主たる政治エリート、価値配分の範囲、反対派に対する許容度、正当化の論
理などの基準によって、権威主義体制を個人独裁型、軍事政権型、覇権政党型の 3つに分類している。本
書でいう独裁的政治システムは大雑把に全体主義、スルタン主義、個人独裁型の権威主義に対応している。 
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いて、1 人当たり GDP17と POLITY という指標の相関関係を示す散布図である。POLITY
は POLITY IVプロジェクトが作成している指標で、‐10から 10の間の値をとり、その値
が大きいほど、政治システムがより民主主義的であることを示す。図 2を見ると、1人当た
り所得の低い国々の中に POLITY 指標の値の低い国が多数含まれていることから、援助を
受け入れている発展途上国の多くが非民主主義的な政治システムをとっていることがわか

る。 
 

 
 
Bueno de Mesquitaら（2003）は、国民のうち政治リーダーの選択に影響を及ぼすこと

のできる人たちを選択民 (selectorate：著者訳) と呼んでいる18。例えば、民主主義国家で

は一定の要件を満たした有権者 (electorate) が選択民となる。一方、非民主主義国家では、
政治リーダーは多くの資源（武力、富、権力など）を支配する人々（例えば、軍・経済界・

宗教界・有力部族のリーダーなど）の同意に基づいてその地位を獲得・維持することがで

きる19。非民主主義国家で政治リーダーになるために支持を得なければならない選択民の集

合は、国によって相当に異なる。 
選択民のうち現リーダーの地位を支える人たちの集合は、政治学では勝利連合（winning 

                                                   
17 １人当たり GDP値は、Heston, Summers and Aten (2011)より得た 2009年の一人当たり GDP（2005
年 international dollarで実質化）の PPP換算値。 
18 この定義によれば、有権者(electorate)は制度として確立された選挙で投票する権利を持つ人々であるの
に対して、選択民(selectorate)は選挙だけでなく、広く政治リーダーを選ぶ権限を持った人々のことをさす。
したがって、有権者は選択民の部分集合である。 
19 例えば、戦国時代の日本のように群雄割拠の状態にある国では、有力な武将が主要な選択民となる。 

y	  =	  0.0002x	  +	  2.6761	  
R²	  =	  0.15722	  
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coalition）と呼ばれる。他の潜在的なリーダーの選択肢に比べて十分な見返りが期待できる
から、勝利連合のメンバーは現リーダーを支持する。Bueno de Mesquita らによれば、勝
利連合の相対的な規模がきわめて小さい政治システムでは、政治リーダーは勝利連合メン

バーの支持を得るために彼らに私的財を提供することを優先するので、逆に公共財の供給

が低位になる。対照的に勝利連合の相対的な規模が十分大きい政治システムでは公共財の

供給が大きくなる。彼らは著書の中でこの仮説と整合的な多くの実証的な推計結果を示し

ている。 
一般に非民主主義的な国家では勝利連合メンバーの数が限られているために、政治リー

ダーは彼らに私的な利益（私的財や政府部門内の職など）を供与することで彼らの支持を

取り付けようとする。北朝鮮はこのような政治構造にあると考えてよいだろう。逆に民主

主義的な国では、国民の多くの支持を得なければ政治リーダーの地位を獲得し維持するこ

とができない。そのため、政治リーダーは多くの人々が便益を共有できる公共財の供給を

重視する。 
以下では独裁と民主主義という２つの両極端の政治システムについて、適切な経済発展

戦略が効果を持つための上述の 4 つの条件について検討し、いくつかの発展途上国で経済
発展に向けた自助努力が不足している理由を検討したい。 

 
２‐２．独裁的政治システム  
独裁国家においては政治権力が少数の人々に集中している。この人々をまとめて独裁者

と呼ぼう。条件 1（政策の決定）に関して、独裁国家で経済発展のための自助努力が不十分
となる理由として、経済発展が独裁者の地位を危うくするために独裁者が経済発展を望ま

ない場合があることが挙げられる。この考え方によれば、経済発展に伴って生まれる経済

エリートが政敵になったりあるいは政敵を支援したりして、独裁者への対抗勢力となる可

能性があるため、独裁者は経済発展を望まないという(Acemoglu and Robinson 2006)。 
経済発展を促進する政策（例えば、インフラの整備、教育水準の向上、公衆衛生の改善、

情報へのアクセス）が独裁者の地位を脅かす可能性を持つために、独裁者は経済発展を促

進する政策を望まないという見方もある（Bueno de Mesquita 2007などを参照）。例えば、
経済発展を促進する識字率や教育水準を向上させる政策が人々の政治意識を高め反政府運

動が高まることを恐れるために、そのような政策をとらない可能性がある。情報インフラ

の整備は、国民が反体制的な思想に触れる機会を増やすとともに、反政府運動の組織化を

容易にするため、多くの独裁国家は情報へのアクセスを制限する。また、交通インフラの

整備は反政府運動の活動を効率化するため、独裁者はその整備を怠ることがある。Hoff and 
Stiglitz (2000)によれば、ジンバブエのムガベ大統領は反政府グループの活動を妨害するた
めに意図的に道路の建設を怠ったと言う。 
政府が経済発展戦略をとらなくても、徐々に経済発展が進めば国民の教育水準や情報へ

のアクセスが高まって国民の政治意識が高揚し、独裁者に対する脅威となるかもしれない。
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そのことを恐れて、独裁者が経済発展を意図的に妨げる可能性もある。また、経済発展に

伴って増加する中間層が中心になって民主化運動が強まることを恐れ、独裁者が経済発展

を妨害する可能性もある。 
一方で、独裁者は勝利連合メンバーから支持を取り付けるために、彼らに私的財の分配

を行わなければならない。経済が発展しなくても天然資源輸出からの収入や政府借入れな

どを利用して勝利連合メンバーに私的財が提供できる場合には、独裁者が政治的サバイバ

ルのために経済発展を望む理由は少ない。政府開発援助も独裁者による勝利連合メンバー

への私的財の分配に用いられる可能性があり、その意味で独裁政権の延命に援助が利用さ

れるおそれもある。 
また、Bueno de Mesquita ら（2003）は、独裁者にとって政策を執行する官僚（の一部）

を勝利連合に組み入れる必要があり、そのため彼らへの褒賞の一部として独裁者は政府官

僚の腐敗を看過すると述べている。彼らはクロスカントリー分析でその仮説と整合的な推

計結果を示している。 
しかし、天然資源の輸出や政府借入れのような収入源が期待できない場合に、経済発展

を促進することがリーダー自身の政治的サバイバルという目的と整合的になる可能性があ

る。明治維新後の日本の政治リーダーは欧米列強からの脅威に直面し、富国強兵が彼ら自

身の政治的サバイバルにとって重要な政策目標となった。また、Jones (1981)はヨーロッパ
経済史に基づき、経済発展促進的な政策をとる他国に国内の企業家が容易に移住してしま

う場合にも、政治リーダーは経済発展促進的な政策をとろうとしたという20 。 
さらに、単純に独裁者自身が贅沢な生活を営むためにも、独裁者の地位を支える勝利連

合メンバーに私的財をばら撒くためにも、独裁者は国民から多くの経済資源を収奪する必

要があり、そのために経済発展を望むという考え方もある(Olson 1993, McGuire and Olson 
1996, Przeworski et al. 2000)。 
最後にあまりに低い生活水準に苦しむ国民が多ければ独裁者に対する不満が蓄積して大

きな反政府運動を引き起こす可能性がある21。そのため、貧困層の不満を和らげるために独

裁者は経済発展を望むかもしれない。 
以上から明らかになったように、独裁者が経済発展を望む場合とそうでない場合があり

うるので、以下では 2つの場合を分けて、条件 1から条件 3を検討してみよう。 
 

２‐２‐１	 独裁者が経済発展を望まない場合  
まず、条件１（政策の決定）について、独裁者が経済発展を望まない場合には、もちろ

                                                   
20 また他国からの侵略の脅威が大きい場合には、防衛や戦争のための資金を得るために、経済発展を促す
ことが政治的サバイバルと整合性を持つ可能性がある。すなわち、国家間の侵略が起きやすい時代や地域

においては、独裁者が他国からの侵略に対して自分の地位を守るために、軍事力を増強しなければならな

い。しかし、軍事力の増強のためには経済資源が必要であり、この資源を獲得するために独裁者は国内経

済が発展することを望むであろう。ただ、現代ではその可能性は小さいと言ってよいだろう。 
21 但し、革命は貧困状態からある程度豊かになってきた時に起きる傾向があることが知られている
（Oberschall 1978を参照）。そのため、この考え方はあまり支持されていない。 
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ん独裁者自身は経済発展を促進するような政策を決定しないし、経済発展を阻害するよう

な政策をとることもある。例えば、（一部の）国民向けの教育支出を削減したり、情報への

アクセスを制限したり、インフラを整備しなかったりする22。 
条件 2（政策の執行）について、独裁者が経済発展を望まない場合、政府官僚が経済発

展促進的な政策を執行する可能性は低いだろう。独裁国家の官僚に対しては、独裁者の意

向に沿うことに報酬が与えられ、背くことに罰が課されるようなインセンティブ構造が構

築されるため、官僚レベルで経済発展促進的な政策が実行されるとは考えにくい。したが

って、独裁者が経済発展を望まない場合に、経済発展を促進するような政策がその国でと

られる可能性は低いといえよう。 
次に条件 3（政策の効果）について、政府によって経済発展を制限する政策がとられる

場合には、企業活動が活発化することは望めない。各企業家は、独裁者による処罰や没収

を免れる限りにおいて小規模な企業活動を積極的に行う可能性があるが23、大規模な企業活

動は経済発展を望まない独裁者に知られるところとなり、何らかの罰を受ける可能性が生

じる。野心的な企業家にとっては、むしろ独裁者の庇護を受けることに努力を払う方がリ

ターンは大きいであろう。その結果、全般的な企業活動は停滞し経済発展は進展しない。 
 

２‐２‐２．	 独裁者が経済発展を望む場合 I 
次に、独裁者が何らかの理由で経済発展を促進したいと望む場合を考えよう。この場合、

独裁者は経済発展を促進するための政策について探求し、望ましい政策を決定し、それを

官僚に執行させようというインセンティブを持つ。ただし、独裁者が経済発展を望むとし

ても、勝利連合の規模によって独裁者がとる政策のあり方は異なる。勝利連合がある程度

大きい場合と勝利連合が小さい場合とを分けて考えてみよう。２‐２‐２では、まず勝利

連合が大きい場合を考えよう。 
まず条件１（政策の決定）に関して、国内に天然資源が少なく、援助も政府借入れも勝

利連合メンバーへの私的財の提供には十分ではないために、経済発展を促進する以外に政

治的サバイバルを実現できない場合に、独裁者が経済発展を望む可能性がある。上記のよ

うに明治維新後の日本や、韓国、台湾、シンガポールなどいくつかの開発独裁国家はこの

ような状況にあり、政治的サバイバルのために経済発展を追求することが政治リーダーに

とって望ましいものであったと考えられる。そのような独裁者は経済発展のための適切な

政策について探求し、そのような政策を決定するインセンティブを持つ。 
しかし、条件 1 は経済発展戦略を決定するための能力と情報も求めている。独裁政府内

の限られた数の政治エリートで政策を策定する能力は限定的である。この段階で独裁者が、

情報の欠如や理解の不足、あるいは政策を歪めようとする他者からの働きかけなどによっ

                                                   
22 Landes(1998)はいくつかの重要な技術革新で先行した中国が、その後ヨーロッパに遅れた理由として、
中国の諸王朝が変化を抑圧し、外部からの技術移入を拒絶したことを挙げている。 
23 Haber (2006)はそのような産業の例として、職人工房、小規模農業、小規模流通業、専門的なサービス
産業などを挙げている。 
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て、経済発展を促進する適切な政策を選択することが妨げられる可能性が十分ある。また、

民主主義的な政治システムに比べ、独裁的政治システムでは政策をめぐる議論がオープン

になされることは少ないため、決定を誤る可能性が相対的に高い。誤った政策が決定され

た場合には、独裁者の強大な政治権力によって誤った政策が力強く推進され、悲劇的な結

果をもたらす可能性がある。1950 年代末から 60 年代初頭にかけて中国において毛沢東に
よって推進された大躍進は、自然災害が重なったこともあり、1500 万人から 4000 万人の
餓死者を出したと推計されている（天児 1999）。 
次に条件２（政策の執行）について考えよう。仮に独裁者が経済発展のために適切な政

策を決定したとしよう。あらゆる政策には細部において現場の官僚の判断を必要とする裁

量の余地が残される。公共選択論が主張するように、裁量権をもつ政府官僚が、経済発展

を推進しようとする独裁者の意思に反して私的価値を追求する可能性がある。ただ、民主

主義的な政治システムの下では官僚の不適切な行為に対する抑止力が弱いのに対して、独

裁的な政治システムの下では独裁者は強力な権限によって容易に腐敗した官僚を処罰する

ことができる24。したがって、独裁者が経済発展を強く望むのならば、民主主義的な政治シ

ステムより独裁的な政治システムの方が、むしろ官僚の腐敗の余地は小さいかもしれない。

シンガポールの官僚が腐敗が少なく非常に効率的であったのは、そのような理由によるも

のと考えられる。また、独裁的な政治システムの下では独裁者に権力が集中するため、政

策を執行する政府内の諸機関あるいは利害関係者の間の政策の整合性もとりやすい25。 
官僚が独裁者によって決定された政策を正しく執行しようとする場合でさえ、官僚は政

策の執行における裁量の範囲内で正しい決定を行うための十分な能力を必ずしも持たない

し、判断のために必要な情報を得ることができない。発展途上国では政治リーダーが支持

を得るために、政府内の雇用を支持者への利益のばら撒きの手段として利用している場合

もあり、先進国のように能力と適性によって官僚が採用されていないことも問題である。

さらに、第 3 節で述べるように、ただでさえ不足しがちな発展途上国政府内の有能な人材
が国際援助機関によって引き抜かれ、政府内の人材不足が一層深刻化しているという。 
条件 3（政策の効果）について、仮に適切に決定された経済発展戦略を官僚が適切に執

行しても、所期の効果を必ずしも上げられない可能性がある。その理由として、政策によ

って働きかけを受ける経済主体が、情報の非対称性や立証不可能性のもとで、政策が予定

する行為ではなく、自己の利益を最大化するための行為を選択する可能性が十分ある。 
そして、経済主体によるそのような１つ１つの機会主義的行為を官僚がモニタリングす

ることはコストの高い行為であるので不十分にしか行われない。また、官僚の側でも経済

主体の機会主義的行為を発見し罰することによって、彼らの私的な報酬は通常は増加しな

いので、経済主体に政策の意図する行為を強制させるインセンティブは官僚にとって小さ

                                                   
24 独裁国家ではなく覇権政党型の権威主義体制の例になるが、中国では、2000年に共産党のリーダーの 1
人にまで上り詰めた成某が収賄罪などで死刑を執行されている。また、2001年度だけで 20120人の公務
員が死刑を含む刑罰に処され、175364人が行政処分に処せられている(王 2003)。 
25 それに対し、民主主義的な政治システムでは政府内の各機関の利害が衝突して調整が難しい。 
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い。 
 

２‐２‐３．独裁者が経済発展を望む場合 II 
次に勝利連合が小さい場合を考えてみよう。条件 1（政策の決定）に関して、独裁者は

自らと勝利連合メンバーが得られる私的財を増加させるような形で、かつ独裁者の権力基

盤を脅かさないような形で経済発展を推進しようとするであろう。その手段として、しば

しば独裁者は勝利連合のメンバーに政府部門のポストを与えたり、一部の企業家に対して

特権を与えたりして、その見返りに独裁者に対する忠誠と経済資源の提供を要求する。独

裁者から与えられた特権によって市場での競争が抑えられ高い経済的利益を上げられるた

め、特権を得る企業家にとっては独裁者と取引することが有利であると言えよう。 
政治リーダーと一部の人々との補完関係が極端な程度にまで高まったのがクローニズム

（cronyism）である。上述のように、クローニズムでは、政治リーダーと補完関係を持つ
人々が政府や公企業の要職を得たり、政府からの受注を受けたり、あるいはビジネス上の

保護を受けたりする。Faccio(2006)は多くの国々で政治的なコネクションを持つ企業の存在
が広く見られ、政治家が取締役に加わっている企業の価値は他企業に比べ有意に高いこと

を示している26。資金、原材料、電気・ガス・上下水道などのインフラ系サービス、土地な

どの企業活動に有用な資源も、そのような特権企業に優先的に配分されるため、経済発展

にとって最適な資源配分が阻害される。 
しかし、クローニズムの下では、特権を得た企業はよりよい製品をより低いコストで生

産することによって利益を拡大することができるので、企業には生産性を高めるインセン

ティブが存在し、一定の範囲で経済発展が促進される可能性がある。Habor, Razo and 
Maurers (2003)は、20世紀はじめメキシコのディアズ政権下において、特権を与えられた
一部の企業による活発な企業活動によって、多くの産業で高成長が実現されたことを明ら

かにしている。一方で、市場競争が活発な経済に比べると、企業が特権に守られ競争に曝

されていないため、彼らが生産性向上に努力を払うインセンティブは相対的に小さく、中

長期的には経済発展は持続しない。 
 

２‐２‐４．国民によるモニタリング  
最後に、独裁国家における条件 4（国民のモニタリング）について考えたい。独裁的な

政治システムの下では、一般にマスメディアによる報道の自由やインターネットなどの情

報源へのアクセスが制限されるために、人々が政治リーダーや官僚の活動を評価したり、

政治体制の変更を引き出すような抗議活動を組織化することが難しい。Ahrend (2000)、
Brunetti and Weber (2003) は報道の自由（free press）の程度が低いと政府の腐敗が深刻
化することを、また Djankov et al. (2003) は政府が新聞社を所有していると腐敗が多いこ
                                                   
26 Fisman (2001)は、インドネシアにおいて前スハルト大統領の健康不安の噂が流れた時に、スハルトと
関係の深かった企業の株価が他企業よりも大きく下がったことを示し、政治的関係が一部の特権的企業を

有利にしている可能性を統計的に明らかにした。 
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とを示している。また、独裁的な政治システムでは、しばしば独裁者の親衛部隊や秘密警

察が組織され、反政府的な活動が厳しく弾圧されるため、国民による積極的な政府のモニ

タリングは極めて困難である。 
以上見てきたように、独裁的な政治システムの下では、独裁者の政治的サバイバルと経

済発展が整合的でない場合には、独裁者は経済発展を推進するように強く動機づけられて

おらず、その場合には経済発展に対する政府の自助努力も低位になる。そのため、独裁的

な政治システムをとる多くの発展途上国では、政府によって適切な経済発展戦略が決定さ

れ効果的に執行されることは期待できない。実証研究も独裁的な政治システムは財産権保

護の程度が低く(Clague, Keefer, Knack and Olson 1996, 1997)、公共財の供給が少ない
(Lake and Baum 2001)ことを明らかにしている。 

 
２‐３．民主主義的な政治システム  
２‐３‐１．政策の決定  
続いて、民主主義的な政治システムにおいて、経済発展を促進する適切な政策が決定さ

れ、執行されるかを考えてみたい。民主主義的政治システムでは政治権力は分割され、選

挙で選ばれた代表者で構成される議会で立法が行われる。議会で成立した法律に基づいて

政策を執行する執政府は、大統領制では国民の直接選挙によって選ばれた大統領が、議会

制民主主義においては議会によって選出された首相が統括する。政治・行政システムは細

部において国ごとに異なるが、いずれの国においても主権者である国民の決定権限は形式

的なものであり、実際の法律や政策の決定は、実質的な政治権力をもつ議会の議員や議会

に対して強力な権力を持つ大統領などによって行われる。とはいえ、形式的な主権者であ

る多数の国民の選好に極端に背くような政策を決定すれば、議員や大統領は選挙を通して

地位を失う脅威に曝されているという点で独裁的な政治システムとは異なる。 
Bueno de Mesquitaら(2003) によれば、民主主義的な政治システムの政治リーダーは、

政治的サバイバルのために多くの国民の支持を得る必要がある。支持を得るために多数の

国民に私的財をばら撒くことは難しい。そのため、民主主義的な政治システムでは政府は

多くの人々が共有して便益を享受できる公共財の供給を行う傾向が見られる。したがって、

独裁的な政治システムに比べれば、財産権の保護、自由の保障、教育水準の向上、保健衛

生状況の改善、インフラの整備など経済発展促進的な政策をとる可能性が高まる。また、

多くの発展途上国においては、経済的な困窮からの脱却が主権者である多くの国民の喫緊

の願望であるため、民主主義的な政治システムの下で再選を追求する政治リーダーは、少

なくとも政治課題の「一つとして」経済発展を掲げなければならないであろう。 
しかし、選挙制度は政治リーダーを選ぶ制度としては、極めて欠陥の多い制度である。

政治家は政治的サバイバル（再選）のために、次の選挙における票と、集票可能性を高め

る政治資金を必要とする。そのため、政治家は票を集める支援団体や、政治資金を提供す

る企業や利益団体に依存せざるをえない。こうした企業や利益団体は、政治家に対する支
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援の見返りに、政策の決定・執行における自分たちに有利な措置を求める。また支援団体

のメンバーに対しては政治家から私的財の提供も行われることもある。岩井(1990)は、1980
年代に若手自民党議員が月に 26.5 回の葬式、9.6 回の結婚式、数多くの会合や宴会に出席
していることを報告した。Ramseyer and Rosenbluth (1993)は、自民党議員はその他にも
様々な無料のサービスを支持者に提供していると述べ、そのようなサービスには支持者の

子弟の就学や就職の世話、支持者の借金の保証、事業の口利き、紛争の仲裁、小さな法律

違反のもみ消しの手助けなどが含まれるという。岩井（1990）によれば、自民党国会議員
は年平均 1億 2000万円をこうした活動に費やしていたという。 
企業は政策の決定や執行に対して特に大きな影響力を持つと考えられている。なぜなら、

企業は富を持つために政治家や官僚に金銭の提供を行うことができるし、選挙の際に企業

のメンバーを動員することも可能である27。また経済政策の策定・執行に当たって、企業は

政治家と官僚に必要な情報を提供することができる。さらに、選挙時の経済状況が悪いと

有権者は現政権に対して批判的な投票行動をとるために、政治リーダーは主要な経済活動

を担い、多くの人々を雇用する企業を支援することが自らの政治的サバイバルと整合性を

持つことが多い。そのため、政治リーダーは企業の意向を他の利益団体などに比べて重視

することが多いという（恒川 1994）。 
このように、民主主義国家で政治家が政治課題として経済発展を掲げていたとしても、

個々の政治家は個人の再選を優先するために、企業や利益団体・支援団体の利害に配慮せ

ざるを得ない。政治家が経済発展については総論で賛成であっても、政策の各論において

個別の政治家を支援する企業や利益団体の利害によって政策が歪められ、経済発展戦略は

一貫性や推進力を失い、有効性が損なわれる。政策が多様な企業や利益団体に対してばら

撒き的になり、政策間の整合性が失われ、財政支出規模は過大となる傾向は多くの民主主

義国で観察される。 
政治リーダーに近い一部のグループに有利な政策がとられ、政策で優遇されたグループ

が得る資源がさらに政治的な働きかけに使われ、再びそのグループに有利な政策が形成・

維持されることになる。例えば、優遇措置によって高い利益を得た企業は政治リーダーに

対して政治献金などを行い、さらに継続して保護を受けられる。こうした連鎖が続く場合

には、一部のグループの既得権益を保護する制度が継続することになる。O’Donnell (1997)
は民主主義的な政治システムが十分に確立していない段階を委任民主主義(delegative 
democracy)と呼び、民主主義のための公式の制度と並立して政治的恩顧主義(clientilism)
のような非公式の制度が広く人々の行動を支配しているという。表面上は民主主義的な政

治制度を採用している発展途上国の多くは、この委任民主主義の段階にある 28。

                                                   
27 杣(1986)は、1986年の総選挙で新日鉄が企業ぐるみで選挙活動に取り組んだ様子を報告している。 
28 Linz and Stepan(1996)は民主主義が「街で唯一のゲーム」（もともとは Przeworski 1991）になってい
る状況を民主主義的政治システムの定着 (consolidation)とし、それ以外の状況との区別の重要性を唱えた。
また Przeworski et al. (1995)も「誰も民主主義の諸制度の外での行動をイメージしない時」民主主義が定
着するという。 
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Putnum(1993)はイタリア国内で政治的恩顧主義の性格の強い南部で民主主義的な政治シ
ステムがうまく機能しなかったことを明らかにしている。 
一方で、民主主義的な政治制度をとる国で、政治リーダーが国民の多数を占める貧困層

に支持基盤を置いている場合には、富裕層に対して課税を強化して非富裕層にばら撒く所

得再分配政策をとる場合がある。そのような政策がとられる場合には、重い課税によって

企業活動が低下し、ばら撒きにより財政赤字が拡大しマクロ経済環境が不安定化すること

がある。中南米のポピュリスト型政権に顕著に見られるように、非富裕層の幅広い支持を

受けることによって政権が存立している場合には、短期的に貧困層にばら撒き的な政策、

例えば、小規模企業の保護、必需品価格に対する補助、雇用創出などが行われ、長期的な

経済成長を阻害することもある。 
以上の考察から、民主主義的な政治システムであったとしても、政治リーダーは必ずし

も経済発展を追求するように強くは動機づけられていないことが示唆される。 
仮に政治リーダーが経済発展を促進する政策を強く望む場合にも、政治リーダーが適切

な経済発展戦略を発見し決定できるかどうかについては、独裁的な政治システムと同じよ

うに、能力や情報の不足の問題が存在する。ただ、民主主義的な政治システムでは、独裁

的な政治システムよりも言論の自由度が大きいため、専門家やメディアによる政府への情

報提供やフィードバックがより多く期待できる。また、たくさんの利益団体がそれぞれの

利益を追求する過程で多くの情報が開示され議論が戦わされる。こうした過程を通して有

効な政策の策定や、必要があれば政策の修正がなされる可能性が高いというメリットを民

主主義的な政治システムは持っている。 
 
２‐３‐２．政策の執行  
次に条件２（政策の執行）について、仮に適切な経済発展戦略が決定されたとしても、

適切に政策が執行されるとは限らない。政策を執行する官僚に残された裁量の範囲内で、

官僚が適切に政策を執行するための十分な情報や能力を持っていないことによって発生す

る問題について、独裁的政治システムのところで述べた議論が民主主義的な政治システム

でも同様に当てはまる29。例えば、経済発展のためにどの産業を保護したり支援したりすべ

きかについては、少なくとも当該産業の財・サービスに対する国内外での将来の需要の変

化、他国との競争優位の変化、関連技術の変化、政策のインパクトなどを正確に評価する

必要があり、膨大な業務をこなさなければならない現場の担当者が必要な情報を収集し適

切に分析できるとは考えられない30。Hayek (1945)は計画経済への批判の中で、政府の能力

                                                   
29 インドで政治家が有権者の支持を得るために政府部門の職を配分することが広く見られる点について、
例えば、Chhibber and Nooruddin (2004) などを参照。 
30 例えば、人々がどのような商品を需要しているのかについて、人々は店に行って商品を見たりインター
ネットや雑誌・チラシなどで商品の情報を見たりするまでは、どのような商品がほしいかについて本人で

さえわかっていないことが多く、政府官僚が予測できるはずもない。そのような消費者行動についてはマ

ーケティングの入門書を参照のこと。 
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や情報の欠如が有効な政策の執行を困難にすると述べている。 
また、民主主義的なシステムにおいても、政策上の裁量権を用いて官僚が自らの私的な

期待価値を大きくしようとするかもしれない。Niskanen (1971)は官僚が予算の最大化によ
ってスタッフや権限を獲得し、それとともに特権や名声を獲得することを目的として行動

すると考えている。Downs (1967) も官僚は利己心によって動機づけられているとみている。 
さらには、官僚による腐敗が発生するかもしれない。腐敗の原因に関する膨大な実証研

究によれば、腐敗・汚職が起きる可能性は、官僚の裁量権が大きく、官僚の賃金が低く、

政府の規模が大きく、政府が不安定であり、また政策の執行が秘密裏に行われる場合に高

まる31。このような腐敗を発生させる条件は民主主義的な政治システムをとる発展途上国に

広く見られる。政策執行上秘密主義がとられることは、形式的な主権者である国民が不十

分にしか官僚をモニタリングできないことを意味しており、条件 4 がうまく達成できない
ことを意味している。 
政治家は官僚と接する機会が多く、しばしば官僚より上位の決定権限を保持しているた

めに、国民よりも政治家の方が官僚の行為を規律づけやすい立場にある。けれども、政治

家と官僚の間には補完関係が成立する場合がある。例えば、政策の執行において官僚に裁

量の余地があるために、政治家は自分が関係する企業や利益団体に有利な形で政策を執行

するように官僚に働きかけることがある。また多様な政治課題に対処しなければならず、

全ての問題に関して十分な専門知識を獲得することができない政治家に対して、官僚は必

要な情報を提供したり、法案の作成などにおいて補助的業務を提供することで、政治家を

専門性の面から支援することができる。その対価として、政治家は予算獲得の面で官僚の

支援をしたり、官僚が実行したい政策の実現を支持したりする。また昇進や天下りなどの

人事面においても、政治家に協力的な官僚を助けたりすることができる。 
最後に、民主主義的な政治システムの下では権限が分権化され、政府内の各機関が独立

性をもつ傾向がある。経済発展の決定要因の間には補完性が存在するため、個別の政策ツ

ールの間にも補完性が存在する場合がある32。にもかかわらず、そのような補完性について

省庁間の調整が十分に行われず、省庁が独自に政策を決定することによって政策の効果が

低下することもあり、政策の適切な執行は妨げられる。 
 

２‐３‐３．政策の効果  
独裁的な政治システムと同様に、たとえ官僚が望ましい政策を執行する意思を持ってい

ても、情報の非対称性や裁判所での立証不可能性の下で、経済主体が私的利益のために政

策を悪用する可能性が民主主義的システムの場合にもある。例えば、研究開発活動を促進

                                                   
31 La Porta et al. (1999)、Triesman (2000)など腐敗の決定要因を探究する一連の実証研究は、その他にも
様々な変数（軍の関与、政治的自由、司法システム、宗教、連邦制、貿易の開放度など）が効果をもつこ

とを明らかにしている。腐敗に関する最近の研究については、Kato and Sato (2013)などを参照のこと。 
32 例えば、インフレ率と失業率の間のトレードオフについてのフィリップス曲線、企業数と研究開発活動、
補助金と有効需要創出政策などが挙げられる(Kato 2007などを参照)。 
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する補助金制度において、企業の計上した研究開発費の規模に応じて補助額が決定される

のであれば、企業はそれまで研究開発費に含められていなかった支出のうち研究開発費と

主張できる出費については研究開発費に含めるであろう（Mowery 1995）。しかし、それは
実際に研究開発活動を活発化することには結びつかない。そして、官僚が経済主体に対し

て十分なモニタリングを行うインセンティブを持たないために、この問題は深刻化する。 
さらに、官僚と企業の間に補完関係が生まれることがある。政策執行における裁量や、

法案作成における影響力、許認可や補助金の審査における配慮などにおいて、官僚から有

利な措置を受けることと引き換えに、企業は官僚に対して有益な情報を提供したり、政策

の実現に協力したりする33。民主主義的な政治システムの下では、独裁的な政治システムに

比べ、経済主体も官僚も公正な裁判を経ずに罰せられる可能性は小さいので、情報の非対

称性や裁判所における立証不可能性の下で、私的価値を追求する可能性は高まるであろう。

これまで検討した政治家と企業、政治家と官僚の間の補完関係と合わせて、政治家と官僚

と企業の三者は補完関係を形成しており、この関係は「鉄の三角同盟」と呼ばれている34。 
 

２‐３‐４．国民によるモニタリング  
民主主義国家において、主権者である国民一人一人は私的価値の増大を望んでいるので

あり、必ずしも経済全体の発展を望んでいるわけではない。経済発展が個人の私的価値を

高めると認識される場合にのみ、そのような個人は経済発展を望むであろう。ただ、発展

途上国においては多くの人々は経済的な困窮に苦しんでおり、その状況の改善につながる

と思われる経済発展を支持する国民は多数存在すると思われる。 
けれども、仮に国民の多数が経済発展を望んでいたとしても、経済発展促進的な政策を

決定しない政治家や、政策を適切に執行しない官僚を国民がモニタリングすることは困難

である。第１に、国民と政治家・官僚の間の情報の非対称性の下では、政治家・官僚によ

って不適切な行為がとられているかどうかに関して国民は十分な情報を持っていないし、

その是非を判断する能力・手段も国民には不足している。多くの国民はマスメディアを通

して政治家や官僚の行為を断片的にしか知ることができないが、マスメディアが伝える情

報は限られている。また情報を得られたとしても、政治家や官僚がとった行為がどのよう

な意味において良いのか悪いのかを国民が正しく判断することは難しく、しばしばマスメ

ディアのとる評価の影響を受けやすい35。 
第２に、多くの場合マスメディアは情報を提供することによって金銭的な見返りを受け

                                                   
33 また日本では官僚の退官後の天下り先としての役職を企業が提供したりする。 
34 このような関係が経済発展にとって望ましいかどうかは明らかではない。政治家が企業の利益実現のた
めに有利な政策を決定し、官僚が企業にとって有利な形で政策を執行する可能性が高まる。そして経済発

展のための経済主体間のコーディネーションは取りやすくなり、情報交換も多くなるであろう。一方で、

政治家や官僚と関係の強い既存企業や一部の産業が保護されることで、適切な資源配分が損なわれたり、

企業間の競争圧力が低下し価値創造的な企業活動の水準を低下させる可能性がある。 
35 マスコミュニケーションについての既存研究では、人々はあまりマスメディアの影響を受けないという
限定効果論も存在する。池田(2000)を参照のこと。 
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る民間企業であり、その情報はメディア提供者の利害計算に基づいた取捨選択を受けてい

る。発展途上国ではマスメディアが政府の管理下にあることも多い。マスメディアは政治

や行政に関わる情報を得るために政治家や官僚に依存している。そのため、将来の情報提

供を拒まれることになりかねないような政治家や官僚に対する敵対的な報道は、一定の条

件が整わなければ実行することができない（石川 1990）。またメディア産業は政治家や官僚
によって保護されている36。したがって、マスメディアと政治家・官僚はある面では補完関

係にあり、国民に対する情報提供も限定的なものにならざるを得ない。 
第３に、政治家・官僚によって不適切な行為がとられないようにするための制度作りを

するのは彼ら自身である。そのため、そのような制度は作られにくい。政治家･官僚によっ

て法律が作られても効果の薄いザル法であったり37、執行機関が十分な権限や独立性を与え

られていなかったり、あるいは執行機関が十分な資源の供給を受けられなかったり、執行

機関のスタッフに適切なインセンティブが与えられなかったりするなど、様々な方法で法

律が骨抜きにされることがある。 
第 4 に、仮にある人が政治家・官僚・企業の不適切な行為についての情報を得たとして

も、その人による政治家・官僚への働きかけ（モニタリングや告発など）は外部性を持ち、

そのような働きかけの利益は広く国民に行き渡る。そのため、フリーライダー問題が発生

して、国民による働きかけは過少になる。 
第 5 に、国民が政治リーダーを規律づける主たる手段は選挙であるが、国民の投票行動

は政治リーダーの行為を正確に表すシグナルに基づいて行なわれない。政治リーダーには、

有権者のためになる政策を決定・執行した時に再選の可能性が高まり、そうでない時に落

選する可能性が高まる場合に、有権者のためになる政策を決定・執行する動機づけが与え

られる。しかし、国民の投票行動はそれ以外の様々なノイズ（例えば、所属する政党、候

補者の知名度や容姿、マスコミの作り上げたイメージなど）に影響されるため、有権者の

ためになる政策を決定・執行しようという動機づけは、選挙制度によって政治リーダーに

対して十分に与えられているとは言い難い。 
以上見てきたように、民主主義的な政治システムの下であっても適切な経済発展戦略が

決定され、効果的に執行されることを期待することは難しいといわざるを得ない。表面上

は民主主義的な政治制度がとられていても、実際には民主主義的な手続き以外のチャネル

で政策の決定や執行が左右される発展途上国も多い。その典型例が前述の政治的恩顧主義

であり、そのような国では政策を通して支持者への利益供与が行われるため、経済発展に

対する自助努力は低位に陥ってしまうのである。 
第 2 節全体の考察から、援助受入国の政府が特定の目標（例えば、経済発展）に対して

自助努力が十分でないのは、主として政治リーダーがその目標の達成を強く動機づけられ

                                                   
36 例えば、日本では新聞社は再販価格維持制度、テレビ局は電波法に基づく周波数の配分によって、政府
から便益を得ている。 
37 岩井（1990）は 1970年代までの政治資金規正法が、政治家が法に抵触せずに政治資金を集めうる抜け
道を作っていたことを明らかにしている。 



19 
 

ていないからであることが示唆された。政治リーダーはそれぞれが直面する政治制度や国

内外の政治経済社会状況を鑑み、自らの政治的サバイバルを高めるような政策を決定・執

行しようとする。そのため、政治リーダーの権力基盤を強化する限りにおいてのみ経済発

展は追求され、その限りにおいて経済発展を支援する援助は援助受入国に有効に活用され

うるのである。 
 

３．援助のスキームの限界  
第 2 節では、政治的決定権限の分布において両極端に位置する独裁的な政治システムと

民主主義的な政治システムを取り上げ、経済発展に向けた自助努力が不足する理由を検討

した。自助努力が不足するのは、政治リーダーに経済発展を推し進めようという強い動機

づけが与えられていないことが根本的な原因である。 
けれども、自助努力が不十分な援助受入国政府に対しても、援助供与国側が働きかける

ことで自助努力を引き出せるのではないかと考えられるかもしれない。実際、これまでも

世界銀行や IMFなどの国際援助機関によって様々なコンディショナリティーが付けられた
援助が行なわれてきた。一般に、他者に特定の行為を動機づけるためには、その人がその

行為をとらなかった時にひどい罰が与えられ、その行為をとった時に高い報酬が与えられ

る仕組みが必要である。しかし、国境を越えて実施される援助のスキームの中で、そのよ

うな信頼できる(credible) 仕組みを構築することは困難である。第 3節では、そのような援
助の限界について考えていきたい。本節では、援助（という１つの政策）に第 2 節で挙げ
た条件 1 から条件 4 を適用させることで、援助が効果を上げることがいかに困難なものか
について考察していく。 
図 3 は二国間政府開発援助実施の典型的な過程を示してある。図中の矢印は、主たる作

用の方向を示している。援助供与国の国民が納めた税金の開発援助への支出を政治家が議

会で決定し、それに基づき政府の担当官庁が詳細な使途を決定し、専門の援助機関に委任

して開発援助を執行させる。政府間で外交文書が交換され、その交換公文に基づき、援助

受入国の担当官庁・受入機関が受け入れの業務と実施の監督を担当する38。援助の実施はし

ばしば企業や専門家、NGOなどにも委託され、彼らによって受入国の受益者に便益が提供
される。援助受入国が民主主義国であれば受益者である国民は議員の選挙を通して政策の

選択に影響力を持つことができる39。 

                                                   
38 西垣・下村・辻（2009）などを参考にしている。 
39 この他にも供与国の援助機関がプロジェクトを直接実施したり、プロジェクトを伴わないプログラム借
款を行なったり、国際援助機関に援助を委託するケースもある。 
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３‐１．援助の決定  
はじめに、第 2節で見た条件 1 (援助の決定) について、経済発展を支援するための適切

な援助を決定することが難しいことを述べる。 
政府開発援助は、援助受入国の政府、援助供与国の援助機関、また援助の実施主体、時

には政府高官や政治家などによって発案(発掘)される。そして、受入国の関係者や他の援助
機関と対話を行いながら、フィージビリティ・スタディを経て、受入国政府からの要請に

基づいて供与国政府によって決定される。 
経済発展の支援を主目的とする援助に議論を絞ったとしても、途上国の誰をターゲット

にどのような援助をするべきかについての決定が適切に行われるためには、援助の決定に
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国民 
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図 3	 二国間援助の基本的な関係図 

援助供与国 援助受入国 

（著者作成） 
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かかわる主体が十分な能力と情報を持ち、また適切な決定を行なうように動機づけられる

必要がある。発展途上国側だけでなく、先進国の援助機関や国際援助機関の能力や情報は

不足している。経済発展は人々の行う経済活動の総合的な成果であり、その原因から結果

に至るメカニズムは経済現象の中で最も複雑である。現在も、また将来にわたっても、経

済発展のメカニズムについての我々の知識は、増加しながらも、不完全なままであり続け

るであろう。仮に経済発展のメカニズムが理解できたとしても、その分析枠組みに則って

特定の発展途上国の現状を正確に把握するための十分な情報を得ることはできない。さら

に、どのような援助が当該国の経済発展を支援する上で最も有効かを正確に特定すること

はさらに一層難しい問題である。しばしば援助供与国は要請主義40を採用し、援助の成果に

関する実現可能性の検討を十分に行わないまま援助を実施しているケースも見られる。経

済発展のメカニズムに関する理解や情報の不足の結果、国際機関や先進国が多くの誤った

援助を長期間にわたって実行し、途上国の状況を改善できず、かえって悪化させた可能性

が指摘されている(Easterly 2006, Rajan and Subramanian 2007)。 
援助の決定には援助受入国の政治リーダーが関与することもある。援助プロジェクトが、

受入国の政治リーダーの意向に反するものであれば、その政治リーダーによって援助は阻

止される可能性がある(Bueno de Mesquita and Smith 2007)。例えば、援助によって貧困
層の所得水準や教育水準が上昇し、政府に対する抗議行動が活発化することを恐れて、政

治リーダーは援助を望まないかもしれない。また援助が政治リーダーによる私的な価値の

獲得のために利用可能であれば、援助の当初の計画から変更された内容で執行される可能

性もある(Adam and O’Connell 1999, Azam and Laffont 2003)。例えば、政治リーダーの
支持者のグループに便益が偏って提供されるように援助の内容が歪められるかもしれない。 
本稿でこれまで見てきたように、援助受入国の政治リーダーには援助によって現状を改

善しようという強い動機づけが必ずしも与えられていない。また後述するように援助供与

国側の関係機関は援助を提供せざるをえないという状況にあり、受入国の政治リーダーは

受入国の状況が改善されなくても（改善されないからこそ！）援助は継続されるだろうと

予測できる。そうであるならば、援助が受入国の政治リーダーの私的な価値獲得の機会を

提供する限り、むしろ状況を改善せずに援助を継続させたほうが、受入国の政治リーダー

が得られる私的価値が大きくなるであろう。Easterly (2001, 2003)によれば、ケニアは 1980
年から 2000 年にかけて同じ大統領の政権下で世界銀行から 21 の構造調整ローンを受け入
れてきたが、構造調整のコンディショナリティーはほとんど満たしてこなかったという。 
以上のように、経済発展を支援することを目的とした援助は、決定にかかわる人たちの

能力・情報・動機づけの観点から適切な援助が決定されることは必ずしも期待できないと

いってよいだろう。 
 

３‐２．援助の執行  
                                                   
40 援助を発展途上国からの要請に基づいて決定・実施すること。 
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次に、条件２ (援助の執行) について考えよう。援助が援助受入国の政治リーダーの意
向に反しない場合には、援助は経済発展と整合的な形で進められるかもしれない。 
援助の執行は、供与国の援助機関や受入国の執行機関などによって実施される。援助の

執行段階では上位の機関で決定されなかった細部について決定しなければならない。この

ために、執行に携わるこれらの機関の担当者が十分な能力と情報、そして適切な動機づけ

を与えられなければならない。 
まず、受入国政府の援助執行機関の能力の不足については、多くの観察者によって指摘

されている。そもそも発展途上国では人々の教育水準が低く、政府官僚となる潜在的な国

民の能力が必ずしも高くない。また政府官僚の採用を、政治リーダーが支持者への私的財

の提供の手段として用いることもあり、官僚が適切な能力や適性を備えていない場合もあ

る。 
さらに、現在では発展途上国の多くが世界中の国々や国際機関、さらに NGO からの援

助を受け、これに対処するために膨大な時間を割かなければならない。Brautigam and 
Knack(2004)によれば、ガーナでは政府高官が援助供与国への対応(例えば報告書の作成な
ど)に年間 44週を使わなければならず、自分自身の省庁の仕事さえ満足にできない状況にあ
るという。また世界中の援助機関が援助プロジェクトの執行のために現地の有能な人材を

引き抜き、受入国政府の人材不足が発生している。 
また、援助の執行にかかわる執行機関の担当者が、援助の目的とは反する行為をとる可

能性もある。第 1 に、援助執行にかかわる人が援助から私的価値を奪おうとするかもしれ
ない。例えば、援助を民間企業に委託する場合には、政府官僚が受注業者から賄賂を受け

取り、その分援助実施のコストが割高になるかもしれない。援助が受益者への物資や金銭

の提供である場合には、本来の価値よりも少ない分しか受益者に提供されず、残りを担当

者が横領するかもしれない。また受入国の企業に対する開発資金が供与国から受入国の政

府系開発金融機関などを通して提供される場合には41、官僚が貸付金や補助金の割り当ての

操作によって受益企業に対して賄賂を要求し、その結果有能であるが公正な企業家に対し

て必要な資金が届かない可能性がある。第 2 に、援助執行の担当者が単に援助の目的を実
現するための最大限の努力を怠るかもしれない。援助機関の担当者は援助の目的が達成さ

れなくても通常は罰を受けないので、強い動機づけが与えられていない。 
援助供与国の援助機関はそのような腐敗した官僚（や政治家）が自国からの援助に関わ

ることを避けたいと考えるかもしれない。しかし、供与国の援助機関は受入国の官僚や政

治家の質について不完全な情報しか持たないし、受入国側の担当者を選択することはでき

ない。 
図 4は、Transparency International が作成している腐敗認識指数と一人当たり GDP

の相関関係を示した散布図である。図 4 から援助が供与される発展途上国の多くが腐敗し
ていると評価されていることが分かる。 
                                                   
41 例えば、日本政府によるツーステップローン。 
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援助受入国での官僚や政治家の腐敗が疑われたとしても、援助供与国側による十分なモ

ニタリングが働き、援助の執行が効果的に行われるかどうかは疑問である。第１に、供与

国の援助機関は外国の政治家や官僚の行為に関して捜査の権限や手段を持っていない。例

えば、政治家や官僚による不正の疑いがあったとしても、逮捕して取り調べたり処罰する

権限を持っていない。国内であれば裁判所が契約を強制することができるが、援助を不適

切に執行した受入国の官僚や政治家に援助供与国側が援助の履行を強制する手段は限定さ

れている。 
第２に、援助供与国の援助機関のスタッフに、援助受入国の政治家や官僚の腐敗を正す

インセンティブは小さい。彼らは公務員あるいは準公務員であり、援助受入国の不正を見

逃したからといって個人的な所得や地位が脅威に曝されるわけではなく、また不正を明ら

かにしたからといって個人的に褒賞を得るわけでもない。むしろ過去の援助が不適切に使

用されていたことを明らかにすれば、そのような援助を行ってきた援助機関自体が援助供

与国のマスメディアや国民の非難に曝されるため、それを回避しようとする(Easterly 
2003)。さらに、一般に援助はアウトプット（成果）を的確に測定することが難しいために、
インプット(援助額)で評価される傾向が生まれる（Martens 2002）。そして援助機関のスタ
ッフの人事考課が援助執行額に基づいて行われるようになると、有益な効果が望めなくて

も援助を実行しようという誘因が援助機関のスタッフに生まれる。 

y = 0.0001x + 2.4375 
R² = 0.65596 
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第３に、援助供与国の援助機関は政府系機関であるために、ある年度の予算が過去の実

績に基づいて決定される傾向が強い。その結果、有効に使われる見込みが立たなくても、

予算分の援助を実施しようというインセンティブが援助機関に発生する。さらに先進国は

国際社会からの政治的な圧力により、また国際社会での影響力の保持・向上のために、経

済規模に応じた援助の負担を求められるという状況にあり、援助額は相当な規模になる。

このため、援助資金を有効に使うことが難しくなる。 
第４に、受入国の政治リーダーが援助から何らかの私的な価値を得ることができ、低開

発の問題（例えば、貧困）が解決されない限り援助を受け取ることが期待できるのであれ

ば、低開発の問題を真剣に解決しようとはしない。「開発の成果を上げなければ援助を打ち

切ったり減額する」と援助供与国が援助受入国を脅しても、上述のように援助機関が援助

を打ち切れない理由が存在していれば、そのような脅しには信頼性(credibility)が失われる
という問題が発生する(Svensson 2000b)。また近年は新たな援助国の増加や途上国に援助
を行う NGOの増加に伴って、発展途上国に対する援助はますます増加しており、一国から
援助を打ち切られても受入国政府にとっての損失は相対的に小さくなっている。さらに援

助機関は途上国に多額の資金を貸し付けているために、返済を支援するために援助を打ち

切ることができない場合もある。 
第５に、援助受入国の政治家は権限の構造上、適切に援助プロジェクトを実施しない官

僚を罰する権限を持つが、政治家が適切に官僚をモニタリングすることはあまり期待でき

ない。前述のように、政治家と官僚はしばしば補完関係にあるため、政治家は有権者のた

めに官僚に対して厳格なモニタリングを実行せず、腐敗を看過する傾向がある。 
以上の考察から、援助にかかわる官僚やスタッフが適切に援助プロジェクトを執行する

ことを期待するのは難しいと言わざるを得ない。 
 

３‐３．援助の効果  
次に、条件 3 (援助の効果) について考える。実際のプロジェクトや技術協力などの援助

では、企業、専門家、NGOなどによって実施されることが多い。援助が有効であるために
は、援助を実施するこれらの主体が十分な能力と情報を持ち、適切な動機づけを与えられ

る必要がある。 
これらの援助実施主体の中で企業に委託された場合には、企業活動は発展途上国の経済

発展ではなく企業利益の最大化を目的としているため、経済発展への貢献という目的とは

必ずしも整合的でない決定や行為が選択される可能性がある。例えば、援助によって途上

国に供与される物資に高い価格が設定されたり、必要のない物資や途上国にふさわしくな

い高価な機材が提供されたりするおそれがある。 
通常は援助供与国（あるいは受入国）の援助機関が、委託事業の成果を評価することが

期待されるが、情報の非対称性や援助の多目的性のために、援助が所期の目的を達成した

かどうかの評価は難しい(Murrell 2002）。さらに要請主義をとっている場合、企業が援助受
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入国の政治家や官僚に賄賂を支払って援助の要請を援助供与国政府に対して提出させ、事

業を受注して利益を得ることさえあるという（朝日新聞｢援助｣取材班 1985、毎日新聞社会
部 1990、草野・ナナウラ 2004）42。 

NGOのメンバーは特定の目標（例えば、貧困の削減、環境の改善、民主主義の確立など）
を達成したいと強く選好するため、その目的については企業に比べ高い成果を実現できる

可能性がある。しかし、NGOは特定の課題の解決を強く志向しているために、途上国の現
状には厳しすぎる環境規制を要求したり、あるいは民主主義を実現するために選挙に過度

に介入したりすることがあるという(Murrell 2002)。本稿では、経済発展を支援する援助に
ついて検討しているので、NGOを通じた小規模な援助については第 5節で改めて述べるこ
とにする。 

1980 年代以前に主流であった物的な援助が効果を上げられないことへの反省から、80
年代から政府開発援助に占める制度改革支援プロジェクトの比率が増加し43、移行経済諸国

の出現により 90年代からさらにそのような援助が増加してきた(Martens 2002)。しかし制
度改革の援助は社会的な埋め込み(embeddedness)の問題がある(Granovetter 1985)ために
実効性が低く、また無形であるために事後評価が困難であり、援助が無駄に終わる可能性

が小さくない(Mummert 2002, Rodrik 1996)。 
 

３‐４．潜在的な受益者によるモニタリング  
最後に条件 4 について、ここでは国民によるモニタリングを受入国の潜在的受益者によ

るモニタリングと読み替えて考えてみよう。図 3で見た援助の流れの中で、「私的な利害の
問題として」援助の効果的な執行のために唯一政治家や官僚に働きかける可能性のある主

体は援助の潜在的受益者である。しかし、国内で納税の見返りに期待される様々な公共サ

ービスと異なり、援助の潜在的受益者はそもそも援助からある水準の便益を得られたであ

ろうことを認識していない可能性もある。政治家や官僚の不正によって援助からの便益を

十分に受け取ることができなかったとしても、潜在的受益者が予定されていた便益の水準

を知らなければ、政治家や官僚を非難することは難しい。仮に不正の事実を知ったとして

も、援助の効果が広く共有される場合には、フリーライダー問題によって潜在的受益者に

よるモニタリングは過少にしか行われない。 
援助の実施に当たっては、少しでも国民によるモニタリングを促すために、潜在的な受

益者に向けて彼らを受益者として援助供与国から受入国援助機関に向けて援助が提供され

ることを告知すべきである。上述のフリーライダー問題のため、そのような告知によって

受益者による受入国政府に対する働きかけが活発化するとは限らない。しかし、援助では

ないが、国内政策についての告知が住民による政府への働きかけを促した例が知られてい

る。例えば、Reinikka and Svensson (2004a)はウガンダ政府による教育補助金について、

                                                   
42 但し、これらのジャーナリスティックな見解はある程度バイアスを持っていることが予想される。 
43 例えば、世界銀行・IMFによる構造調整融資。 
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生活水準が高いコミュニティーにあり政府に対して交渉力を持つ学校では役人による搾取

を抑制することができたことを明らかにしている。また、Reinikka and Svensson (2004b)
はやはりウガンダにおいて新聞によるキャンペーンが役人による教育支出の中間搾取を抑

制する効果を持ったことを示している。 
一方、援助供与国の納税者による十分なモニタリングも期待できない。供与国の納税者

の一部は、税金が発展途上国の恵まれない人々のために有効に使われることを望むであろ

う。しかし、援助の成果が納税者の私的な価値に与える効果は十分に大きくないために、

援助供与国の納税者が援助の効果をモニタリングし、政府に働きかけをするインセンティ

ブは小さい。 
 

３‐５．援助  vs. 経済的取引  
以上第 3節で見てきたように、援助の決定・執行・効果・モニタリングの全ての段階で、

援助の効果的な実施は困難である。そのことをより鮮明に示すために、援助と民間の経済

主体によって行われる経済取引と対比してみよう。以下の図 5 は財の経済的な取引を簡略
化したものである。財は自然界に存在する物質が加工されて部品・原材料となり、さらに

加工されたり組み立てられたりして製品となる。製品は、典型的には卸売業者や小売業者

などの流通業者を経て、消費者や企業などの最終利用者に購入され使用される。注目すべ

きなのは、この過程に関わっている全ての主体に、取引から得られる私的な価値を最大化

しようと努力する強い動機づけが存在することである。各主体は取引からの利益を増加さ

せるために、情報の収集と分析を行い、自らの目標の実現のために適切な行為をとろうと

し、さらに有用な能力の向上にも努めるのである。 
 

 

 

 

 

 

部品・原材料メーカー 

製品メーカー 

流通業者 

消費者 

図 5 

（著者作成） 
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一方で、図 3 の政府開発援助の実施過程に関係する人々は｢私的な利害の問題として｣、

援助の政策的目標が実現されるために必死で奮闘する強い動機づけを与えられていない。

図 5 の経済的取引に関わる全ての経済主体が私的な価値を最大化するために奮闘すること
によって、この取引に関わる人たちが実現する総価値が増加するのに対して44、援助から生

み出される総価値が最大化されるメカニズムが不在なのである。 
Svensson(2005)は、援助のパフォーマンスが国内向け公共政策に比べても一層悪いもの

になっている援助固有の問題として、本節で見てきたように納税者から受益者までの

feedback loopがないことを指摘している。すなわち、援助の有効な実施のために、関係す
る各主体が必要な情報の収集・分析を行い、他者に有効な働きかけを行う私的なインセン

ティブ構造が不在なのである。さらには、援助の関係者が自分の能力を向上させ、適切な

行為を選択する動機づけが不十分なのである。そのため、援助の効果的な実施のためには、

援助に関わる人々の「善意」に依存せざるをえない。しかし、人間の私的な欲求の追求に

比べ善意のエネルギーは小さいというのが現実であり、政府開発援助の決定・執行・実施

の各段階で、悪意の有無に関わらず、援助の内容が歪められ、資源が掠め取られ、妥協と

怠惰によって効率性が低下し、当初期待された成果が実現されることなく、援助がもたら

すはずの価値の一部は消失する。 
しかも前述のように援助は本来多目的であるために、援助プロジェクトを客観的に評価

することは極めて困難である。例えば、産業振興を目標とした援助プロジェクトがその目

標を効果的に達成できなくても、援助担当者は人々の能力の向上とか、マイノリティーの

所得の増加といった別の評価基準によって当該援助プロジェクトを肯定的に評価すること

が容易なのである。その結果、目標の達成に向けた強い動機づけが失われてしまう。 
以上の考察から、政治リーダーの政治的サバイバルに役立たないために経済発展に向け

た自助努力が不足している国に対しては、援助の枠組みの中で経済発展を有効に支援する

ことは極めて困難であるということができよう。 
 

３‐６．自助努力が不十分な国を援助することの功罪  
これまで、国内の特定の政治的状況の下で、政治リーダーの政治的サバイバルにとって

経済発展を推進することが有益ではないから、政府による自助努力が不十分になることを

述べてきた。そして、援助の枠組みの中で政府の自助努力を引き出すことも困難であるこ

とを見てきた。 
そのため、自助努力が十分でない国に対して援助を行っても、援助が支援することを目

指している目標の達成は難しい。少なくとも、援助の額に比べ成果は低いものとなるであ

ろう。このことから、まず単純に援助供与国の納税者に対する応責性(accountability)の観
点で、そのような国への援助は税金の無駄遣いであり、納税者の意思に応えていないとい

                                                   
44 その詳しいメカニズムについては、加藤（2012）を参照のこと。 
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う批判に値する。援助供与国の多くの国民は、援助が発展途上国の中の悲惨な状況で生き

る貧困者の生活が改善されるため援助が使われることに同意するであろう。しかし、援助

の効果が小さく、場合によっては貧困層ではない人々の給料や賄賂に援助が消えていくこ

とには憤りを感じるであろう。 
次に、援助受入国の潜在的受益者に対する応責性の視点から見ても、自助努力が低い国

への効果の少ない援助は批判されて然るべきであろう。援助が計画通りに執行されたので

あれば援助から一定水準の便益を得られたはずの潜在的受益者が、援助の不適切な執行に

よって便益を得られなくなるのである。潜在的受益者は援助を受け取る権利を与えられて

いるわけではないが、少なくとも援助の本来の目的からいえば、援助から横領した政治家

や官僚と比べれば、援助の便益を享受する正当な権利があると考えることはできよう。 
さらに、上述のように、援助が政治リーダーの勝利連合メンバーに対する利益供与に使

われたり、援助資金で国内公共事業を賄うことで浮いた予算を反対勢力の弾圧に用いるこ

とができる軍や警察の強化に回したりすることで、国民全体の厚生の改善に真剣に取り組

まない政府の延命を手助けしてしまう恐れさえある。そして、政治リーダーが援助をその

ように自分の利益のために利用できるのであれば、援助をできるだけ長く受け取ろうと考

えるために、援助を受けられる条件となる貧困状況や低い所得水準を改善するインセンテ

ィブはますます低くなる。また、借款による援助であれば、十分な便益が国民に提供され

ないにもかかわらず、返済の負担が将来の納税者にのしかかることになる。 
本稿では十分に検討をしてこなかったが、援助に関する既存研究は援助によって発展途

上国内でレントシーキング活動が生まれ、援助受入国政府のガバナンスをむしろ悪化させ

るという悪影響も指摘されている(Easterly 2006, Rajan and Subramanian 2007)。そして、
レントシーキング活動は政治家や官僚に浸透して彼らの倫理観を低下させ、国内の公共政

策の質をも悪化させる可能性がある。そのような国では、政府の腐敗によって経済発展だ

けでなく他の政策目標の実現も困難になるであろう。 
 

４．自助努力の不足している国への援助  
これまで政治リーダーの政治的サバイバルと経済発展が矛盾するために、経済発展に対

する自助努力が不足していることを見てきた。そして、援助供与国が援助スキームの中で

援助受入国から自助努力を引き出すことは困難であるとの見方を示した。その上で、自助

努力が不足している国に対して援助を行うのであるならば、どのような援助を行うべきか

を本節で考えていきたい。 
本稿では援助の目的は経済発展を支援することであるという前提で議論を進めている。

自助努力が不足する国においても、援助がその国の経済発展に資するためには、援助受入

国にとって有益であることが明らかで、かつ援助の成果が相対的に容易に評価できる援助

に重点を絞るべきであろう。そのためには、援助にかかわる主体の能力・情報・動機づけ

が適切なものでなければならない。その点から、少なくとも以下の 5 つの条件を考慮に入
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れることが望ましいと考えられる。 
１．公共財的性質、 
２．便益の明白さ、 
３．プロジェクト評価の容易さ、 
４．運営・管理の容易さ、 
５．国内政治的な了解のとりやすさ 

以下で、これらの性質について述べる。あわせて、これらの条件を踏まえると、自助努力

が不十分な国への援助として道路の建設が有望なプロジェクトの１つであることを述べた

い。 
まず、第 1 の公共財的性質であるが、援助の受益者が少なければ経済発展というマクロ

の現象に与えるインパクトは限定的なものとなる。高度な医療を施す医療施設の供与のよ

うな受益者が限られる援助は、マクロの成果へのインパクトは小さい。より多くの人々が

共有して用いることができる公共財的な性質をもった援助であれば、波及効果が大きい。

道路は混雑していなければ多数の人々が共有して用いることができる公共財であり、多く

の人々の毎日の活動を助けることができる援助である。 
第 2 の便益の明白さについて、自助努力の不足する国には、援助の便益が明らかに大き

い援助を行うべきである。援助は政治リーダーの勝利連合メンバーに対する私的便益の提

供に利用される可能性があり、その目的のために便益の少ないプロジェクトでも推し進め

られるおそれがある。援助プロジェクトに限らず、一般に公共事業の中には便益が明白で

ないものが多数ある。利用者の少ない鉄道や、飛行機の便数が限られた空港などはそのよ

うな例である。鉄道や空港などは利用料金がかかるために利用者が限られてしまうが、道

路は多くの人々が移動するために毎日必ず利用するものであり、その利用の程度は事前の

調査で容易に予測できるものである。そして、道路は人や物資の輸送という点で経済活動

のコストを広く低下させる効果が明らかであり、経済活動を活発化させ経済発展に貢献す

ることが期待できる。さらには、貧困層の行動範囲を広げることで、彼らの就業機会を拡

大する効果も期待できる。 
第 3 のプロジェクト評価の容易さについて、援助は上記のように受入国政府の腐敗など

によって、プロジェクトの効率的な実施が妨げられるおそれのある資金の流れである。そ

のため、援助資金が有効に使われるためには、使途の透明性が求められる。技術支援など

のように外部者による費用対効果の評価が困難なプロジェクトは、自助努力が足りない国

では不適切に援助資金が使用される可能性がある。一方、道路は建設や補修の作業が定型

化されており、コストの算定が相対的に容易である。そのため、援助プロジェクトの内容

と費用を公開すれば、外部者によって資金が適切に使用されたか評価することが容易であ

る。逆に、このことによって援助関係者の不正が抑制され、援助の効果的な使用を促すこ

とにつながると考えられる。 
第 4の運営・管理の容易さについて、援助プロジェクトで施設を供与しても、その運営・
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管理・維持を自助努力が不十分な援助受入国政府に任せると、当該施設を効果的に活用す

ることができない。そのため、援助受入国の自助努力が低い場合には、日々の運営・管理

が必要な鉄道や上下水道などは高い効果を期待できない。一方、道路は建設後にも補修の

必要は生じるが、日々の高度な運営が求められない。また、道路は維持・管理が多少不十

分であっても、ある程度の経済効果は期待できるというメリットがある。 
第 5 の国内政治的な了解のとりやすさについて、自助努力の不足する国は政治リーダー

が経済発展を促進することに消極的な国である。そのため、政治リーダーの権力基盤を脅

かすような効果を持つ援助は実施が妨げられたり歪曲されたりしてしまう可能性が高い。

受入国の政治リーダーの反対に遭わない援助でなければ実施することさえできないのであ

る。その点で道路の建設は、政治リーダーの支持者が多い地域で実施すれば政治リーダー

は支持を強化できると期待できるので、援助受入国政府による反対に遭いにくいと思われ

る。 
経済発展に向けた自助努力が不十分な発展途上国に対しても、以上のような５つの条件

を満たす援助であれば、ある程度の効果を期待することができるであろう。 
そして、3‐4で述べたように、援助の実施に当たっては、潜在的受益者への告知を行う

ことが望ましいと思われる。前述のように、フリーライダー問題などによって必ずしも潜

在的受益者による政府への十分な働きかけを期待できるわけではないが、少なくとも全く

情報が与えられなければ潜在的受益者による働きかけは起きない。もし状況が許せば、援

助計画の情報を得た潜在的な受益者は援助の公正な実施を政府に働きかけ、政府の腐敗を

少しでも抑制することができるかもしれない。たとえ１つの援助プロジェクトでは十分な

成果が上げられなくても、多くの援助プロジェクトが告知通りに実施されなければ、政府

の応責性に対する信頼に傷がつくので、政治家や官僚は腐敗を少しは抑制するかもしれな

い。そこで、具体的には、援助プロジェクトの完成時の予想図を描いた記事を関係地域の

複数の新聞などに大きく掲載してはどうであろうか。援助が予定通り実施されなければ、

受入国の援助受入機関は面目を失うことになるので、若干の規律づけが働く場合もあるか

もしれない。 
なお、道路は 5 つの条件によくあてはまると考えられるが、自助努力がある程度は期待

できる国であれば、他のインフラと学校施設の整備は援助の候補となろう。それらの援助

は、条件 1 から条件 3 までを満たす。港湾、鉄道、空港、車両などの交通インフラ、また
電気・ガス・水のような産業や生活へのインプット供給のインフラ、そして学校教育に必

要な建物や設備などに対する援助などが挙げられる。これらの援助は相対的に評価しやす

いものである(Martens 2002)。インフラや学校設備は実際にそこにあることを確認でき、
その質をマスメディア、NGO、研究者などの第 3者がある程度独立した立場から評価する
ことができ、必要があれば批判をすることができる。また、きちんと整備されれば、これ

らが経済発展にいくらかのプラスの効果を持つことは明らかである。ただし、これらの援

助が有効に活用されるためには、条件 4 で指摘した受入国政府による運営・管理・維持の
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努力が必要となる。そのため、自助努力が著しく低い国々には、これらの援助は行うべき

ではないと考えられる。 
自助努力が不十分な国に対しては、ソフト面での援助は避けるべきである。ソフトな支

援は情報の非対称性、検証不可能性、動機づけの困難などにより、非効率な使われ方をし

てしまう可能性が小さくない。技術支援は援助受入国で技術を必要とする主体に、援助機

関の支援で技術の指導を行うものである。技術支援は、援助の資金が有効に使われたのか

について外部の第 3 者による評価が困難で事後に批判に曝される可能性が低いため、プロ
ジェクトの効果は低いものとなりがちである45。 
ソフト面での援助には、発展途上国の制度改革を目指したものがある。この制度改革は

しばしば先進国の制度を途上国の制度（例えば、法体系）の中に組み込む形で実施される。

しかし、制度改革を支援する援助は、政治リーダーの権力基盤に影響を与える可能性があ

る。その場合には、援助受入国に援助を拒否されるか、制度改革は骨抜きにされるだろう。

各国にはそれぞれの社会構造があり、それと整合的な制度しか受入国政府には受け入れら

れない。たとえ制度改革への支援によって法律に新たな文言が書き込まれたとしても、警

察や裁判所などの執行機関による実効性のある強制は期待することはできない。さらに、

先進国が持ち込む制度は一般に先進国並みに人権を尊重したものであるため、罰則は厳し

くなく、公正な裁判を経なければ罰は与えられない。また、発展途上国では警察や裁判制

度が十分に機能しないことも多い。そのため、先進国から移転された公式の制度の実効性

は低くなるのである（see, e.g., Berkowitz, Pistor and Richard 2003）。O’Donnell (1994, 
1997)は、憲法を含む公式の制度とは別に、非公式のルール46によって社会は支配されてい

るという。Maravall and Przeworski (2003)は、「法の支配は、政治アクターが…紛争を処
理する状況の単に１つの可能な結果にすぎない。」（著者訳）と述べ、先進国である程度実

現されている「法の支配」は社会の中の権力の分布の 1 つの制度的な均衡でしかないと主
張している。つまり、法律は社会勢力間のバランスの結果であり、原因ではないのである47。 
 
５．その他の援助の可能性  
本稿では、経済発展という政策目標に対する援助を例として取り上げて考察を行ってき

た。経済発展は人々の経済的な行為の総合的な成果であり、多くの人々の行為・努力のコ

ーディネーションが必要とされるので、現地政府の協力なくして援助が効果を上げること

は極めて難しい。そのため、経済発展は、自助努力の低い国への援助によって効果を上げ

ることが極めて困難な政策目標であると言えよう。 
中長期的な貧困の削減は経済発展の実現と密接にかかわっており、その上所得の再分配

                                                   
45 例えば、援助で指導を受けた技術を用いて生産された製品が市場で売れなかったというようなプロジェ
クトが厳しい批判を受けることなく済まされている。民間企業であれば、担当者は十分なマーケティング

調査を怠ったとして社内での評価が低下し、配置や昇進で冷遇されるだろう。 
46 例えば、政治的恩顧主義(clietelism)が公式の制度と並立することがあるという。 
47 関連する研究として、Boix (2003)も、「ある国の憲法的枠組みの変化は民主主義体制の安定にわずかな
インパクトしか与えない」と述べている。 
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という政治的課題に対処しなければならないので、自助努力が不十分な国で援助が効果を

上げることは、経済発展に対する援助以上に難しいと言ってよいであろう。特に貧困層向

けの再分配を強制するような制度改革（例えば、農地改革や農地への重い課税など）を援

助で促進しようとしても抵抗に遭うだけである。援助供与国の援助機関が自らの価値観に

基づいて、援助の枠組みの中で援助受入国の社会構造を変更しようとするのは非常に困難

な試みだということを認識しておくべきである。 
その他の援助に関しても簡単な考察を付しておく。それぞれの援助が支援する政策目標

に関して、援助に関係する主体の能力・情報・動機づけを検討し、各主体の動機づけが十

分であることが確認できるならば、能力と情報の面で援助によって支援できる可能性が生

まれる。そのような観点から、経済発展や貧困の削減というマクロ指標に表れるものでな

くても、ミクロの水準で明らかに望ましい成果が得られる援助を実施していくならば、自

助努力が不十分な国でも援助はある程度の成果を上げることができるであろう。典型的な

ものとしては、受益者の状況の改善が明白で、援助供与国側のスタッフの果たす役割の比

重が大きく、受入国側の抵抗が少ないものである。具体例としては、望ましい目標を追求

する NGOに対する草の根支援が考えられる。官僚とは異なり NGOのスタッフは特定の目
標に強い選好をいだき、その目標の達成に強い動機づけを感じる。そのため、プロジェク

トの実施に一定程度の適切性・公正性・持続性が期待できる。例えば、スラムの子供たち

やマイノリティーに教育を施す NGO に対する必要物資の援助や貧困者向けの病院を運営
する NGOに対する薬や機器の支援などが挙げられる。他にも、砂漠化防止のための植林を
行う NGOや地雷撤去を行う NGOに対する支援もありうる。これらの NGOの活動は、経
済成長や貧困の削減というマクロの成果には直結しないが、一部の人たちの状況を改善す

るという明白な効果が期待でき、かつ目標の達成に向けて強い動機づけを与えられている

人たちによって実施されることが期待できる。 
自助努力が足りない国への有効な援助のもう一つの例は緊急援助である。台風や地震な

どの自然災害や紛争のために一時的に命の危険に曝されている人たちに対して、負傷者の

救援や食料・医療など必要な財・サービスの提供を行う援助である。援助供与国の実施者

が援助の現場に直接かかわることで、援助の不適切な流用をある程度抑えることも期待で

きる。こうした緊急援助は明らかに必要であり、受益者に明白な便益をもたらすものであ

る。 
以上の草の根支援や緊急援助なども、政治リーダーの反対勢力への支援となる場合には、

受入国政府の反対に直面するかもしれない。そうだとしても、自助努力の足りない国へ援

助を行って無駄にするよりは、受入国の潜在的受益者もまた供与国の国民も援助によって

もたらされる便益について合意しやすい、草の根支援や緊急援助を供与国は提案し続ける

ことが望ましいと思われる。 
なお、本稿ではこれまで取り上げなかったが、援助供与国が自国の国益（安全保障、天

然資源の確保、国際社会での地位向上など）のために、特定の国に援助を行うことがある。
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米国がエジプトのムバラク政権やパキスタンのムシャラフ政権に対して行ってきた援助は、

そのような側面があったであろう。また、中国は資源獲得のためにいくつかのアフリカ諸

国に対して援助を実施していると言われている。このような援助は、政治リーダーによる

勝利連合メンバーに対する私的財の提供に利用されうるし、援助を公共事業に用いること

で浮いた政府予算を軍や警察の増強に回すことができる。その結果、援助受入国政府の延

命を助けることになる。援助受入国の政権が国民の厚生を重視していない政権である場合

には、受入国の国民の不利益の下に、援助供与国の国民は利益を得ることになる。もし援

助供与国の国民がそのような援助を認めなければ、資源価格が高騰したり、安全保障が脅

かされたり、国際社会での地位が弱体化したりする可能性も認識しなければならない。 
「援助」という言葉は発展途上国の貧しい人々に対する人道的な支援という響きを持っ

ており、国民の厚生を蔑にする独裁政権を支援することは言葉の定義から矛盾があるとも

いえる。一方で、お金を払って自らの利益を得る「取引」は社会で認められた互恵的な行

為でもある。「援助」という偽善的な言葉ではなく、「同盟国支援」とか「互恵的資金供与」

というような別の言葉を用いて独裁政権を支援するならば、援助供与国の国民は受容する

のであろうか。この観点から援助の功罪を考えるのであれば、独裁政権の下で苦しむ他国

の人々にために役立ちたいという善意と、資源価格の高騰や安全保障上の脅威によって被

る不利益とを冷静に斟酌しなければならない。 
 

６．結	 語  
援助受入国の自助努力が十分でないのは、主として援助が支援を目指している政策目標

が当該国の政治リーダーの政治的サバイバルにとって有用でないからである。そのような

国に対して援助を実施しても高い効果を期待することはできない。また、援助の枠組みの

中で、援助受入国政府から特定の政策目標に対する自助努力を引き出すことも困難である。 
自助努力が不十分な国に対する援助は、援助供与国が支援したいと考える目標の達成の

ために、援助に関係する人々の能力・情報・動機づけの問題が小さい援助に限定して行う

べきであろう。経済発展というマクロの成果を目指す援助は、その達成に多くの人々がか

かわるため、自助努力の不十分な国では有効な目標の達成を期待することは難しい。経済

発展を支援する援助としては、１．公共財的特質、２．便益の明白さ、３．プロジェクト

評価の容易さ、４．運営・管理の容易さ、５．国内政治的な了解のとりやすさ、という 5
つの条件を満たすプロジェクトを実施することを提案する。これらの条件によく適合する

援助プロジェクトの例としては、道路の建設が挙げられる。 
また、自助努力の不十分な国に対するその他の有効な援助としては、援助関係者の能力・

情報・動機づけの問題が小さい小規模な援助、特に草の根支援と緊急援助が挙げられる。

これらは受益者の便益が明白で、かつ受入国政府の腐敗の影響を受けにくいため、一定程

度の効果を期待できる。一方で、自助努力の不足している発展途上国に対して、プログラ

ム借款や技術支援など成果の評価が難しい援助を行っても成果を上げることは難しいであ
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ろう。援助スキームの中でできることの限界を見極め、自助努力が不十分な国に対しては、

援助受入国側の関与が少なく腐敗の入り込む余地が限定された援助に絞り込んで実施すべ

きである。 
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